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な活用によって効率的な農業経営を実現させている。

Ⅲ　野菜生産法人による北海道富良野市での生産空間の拡大
　1．富良野市における野菜生産と農地維持

　2019年の生産農業所得統計によれば，北海道の農業産出額は 12,558億円であるが，こ
のうち耕種農業は 41.5％，畜産は 58.5％であり，前者のうち野菜が 1,951億円で農業産出
額全体の 15.5％を占めている。これに対して富良野市の農業産出額は 169億円であるが，
このうち耕種農業は 80.6％，畜産が 19.4％であり，前者のうち野菜が 113億円で農業産
出額全体の 67.0％を占めている（図 5）。また，北海道には 179市町村が存在しているが，
富良野市の野菜産出額は北見市の 152億円に次いで第二位である。すなわち，富良野市の
野菜産出額とその割合は北海道の市町村の中でもとくに高い。
　つぎに，富良野市における農家数4と農業経営体数5の推移をみると，1980年に総農家数
は 1,628戸であったが，その後は減少傾向となっており，2015年の販売農家と自給的農家
の合計は 644戸である（図 6）。しかし，2015年の販売農家数が 620戸であるのに対して
自給的農家数は 24戸であり，販売農家の割合は 96.3％と高く，土地持ち非農家数も 59戸
と少ない。また，農業経営体数も 2005年に 863経営体であったが，2015年には 685経営
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図 3　西牟田農園の経営内容の変化
（聞き取り調査により作成）
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図 4　西牟田農園の野菜栽培歴
（聞き取り調査により作成）
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図 6　富良野市における農家数と農業経営体数の推移
（農林業センサスにより作成）

図 5　北海道における市町村別の野菜産出額と野菜産出率（2019年）
（生産農業所得統計により作成）
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体まで減少しており，このうち法人経営体が 32である。2015年の農林業センサスによれ
ば，南九州市の販売農家と自給的農家の合計は 2,969戸と多いが，販売農家数が 1,878戸
であるのに対して自給的農家数は 1,091戸であり，販売農家の割合は 63.3％と富良野市よ
りも低い。また，南九州市では 2015年の土地持ち非農家数も 3,199戸と販売農家と自給
的農家の合計よりも多い。
　一方，富良野市における農業経営体の経営耕地面積の推移をみると，1980年に経営耕
地面積は 9,850haであったが，その後の増減は少なく，2015年には 9,868haである（図
7）。しかし，1経営体当たりの経営耕地面積は 1980年に 6.1haであったが，2015年には
15.1haまで増加している。同じく 2015年の農林業センサスによれば，南九州市の農業経
営体の経営耕地面積は 7,368haであり，1経営体当たりの経営耕地面積は 3.7haである。
すなわち，富良野市では南九州市と比較しても小規模経営の農家が少なく，１農業経営体
当たりの経営耕地面積も広いことから，農家や農業法人が経営耕地面積を拡大して市内の
農地を維持している。
　さらに，富良野市で農家や農業法人がどのように経営耕地面積を拡大しているのかを
確認する（図 8）。富良野市における 1980年から 2015年までの借入耕地面積は 125haか
ら 1,065haまで 940ha増加しており，経営耕地面積に対する借入耕地面積の割合は 1.3％
から 10.8％となっている。一方，南九州市における 1980年から 2015年までの借入耕地
面積は 698haから 3,206ha まで 2,508ha増加しており，9.4％から 43.5％となっている。な
お，南九州市でも富良野市と同様に 1980年から 2015年までの経営耕地面積は 7,428haか
ら 7,368haとほとんど変化していない。すなわち，富良野市の借入耕地面積は増加傾向に
あるものの，南九州市と比較して経営耕地面積に対する借入耕地面積の割合は低い傾向に
あり，農家や農業法人は農地を買取して経営耕地面積を拡大している。
　2．富良野市における西牟田農園の生産空間の拡大

　まず，富良野市において西牟田農園がどのように野菜生産空間を拡大しているのかを農
地の取得過程からみる（図 9）。西牟田農園は労働力を周年的に活用するために，日本各地
の高冷地，準高冷地，寒冷地において夏季の野菜生産の拠点となる農地を探していた。そ
こで西牟田農園は北海道旭川市の野菜洗浄機メーカーからダイコン洗浄機を購入していた
関係から，野菜洗浄機メーカーに北海道で農地を買取できないかを相談した。野菜洗浄機
メーカーは北海道の農家に対して製品の販売活動をするなかで，富良野市に高齢のために
離農して都市部へ移住を希望しているニンジン生産農家が存在していた。このため野菜洗
浄機メーカーが富良野市の農家から農地を売却する意向を確認すると，西牟田農園に農地
の売却者の情報を伝えた。その後，西牟田農園は実際に富良野市へ視察に行き，2014年に
富良野市の農家から農地 4haと自宅建物，選果場，ニンジン選果機をまとめて買取した。
西牟田農園はニンジン選果機を買取したことを契機に，富良野市の主要品目であるニンジ

4  　農家とは経営耕地面積が 10ａ以上の農業を営む世帯または農産物販売金額が年間 15万円以上ある世帯，販売
農家とは経営耕地面積 30ａ以上または農産物販売金額が年間 50万円以上の農家，自給的農家とは経営耕地面積
が 30ａ未満かつ農産物販売金額が年間 50万円未満の農家，土地持ち非農家とは農家以外で耕地及び耕作放棄地
を 5ａ以上所有している世帯である。

5  　農業経営体とは農産物の生産を行なうか，または委託を受けて農作業を行い，生産または作業に関わる面積・
頭羽数が一定規模以上の農林業生産活動を行なう者であり，農家のような家族経営体だけではなく，組織経営体
も含まれる。すなわち，農業経営体とは法人化していない農家，法人化した農家（一戸一法），法人化していな
い組織経営体，法人化した組織経営体の総称である。
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図 8　富良野市と南九州市における借入耕地面積の比較
（農林業センサスにより作成）

図 7　富良野市における農業経営体の経営耕地面積の推移
（農林業センサスにより作成）
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ンの生産を中心に現地での野菜生産を開始した。このように西牟田農園は野菜洗浄機の売
買行動を介して旭川市の野菜洗浄機メーカーや富良野市のニンジン生産農家と結びついて
おり，この結びつきが農地の買取・売却情報の伝達に繋がったことで農地の売買が成立し
ていた。すなわち，西牟田農園は野菜洗浄機の売買行動によって形成されたネットワーク
を農地の売買行動のネットワークへと変容させることで野菜生産空間を拡大している。
　つぎに，富良野市において西牟田農園がどのように野菜生産空間を維持しているのか
を，労働力，農地，農業資材，取引先の面からみる（図 10）。労働力の確保に関しては，
西牟田農園の経営者と役員は南九州市の農閑期に外国人技能実習生と共に富良野市に移動
し，自社のWebサイトを利用して現地で非常勤職員を雇用している。農地取得に関して
は，西牟田農園は南九州市で周辺農家から直接農地を取得しているが，2014年にニンジ
ン生産農家から農地を取得して富良野市に拠点を築いた後は，現地で認定農業者の認定を
受けて農業委員会から農地情報を得て買取している。また，経営者と役員は富良野市に農
地を取得してすぐに集落の行事や活動に参加して交友関係も増やしており，不在の期間に
は地元農家に施設や農地の管理を依頼している。農業資材の購入に関しては，西牟田農園
は鹿児島市内の種苗会社から種苗を購入して南九州市の農場で使用していたが，富良野市
でも鹿児島市内の同じ種苗会社から購入したものを使用している。一方，西牟田農園は南
九州市では地元畜産農家から肥料を直接購入しているが，富良野市ではふらの農協から鶏
糞を購入して使用している。取引先に関しては，南九州市と同様に北九州市や鹿児島市内
の卸売市場を通して仲卸業者との相対取引，鹿児島中央卸売市場での委託販売，南さつま
農協を通した小売店で直売を利用している。このため南九州市では仲卸業者や鹿児島中央
卸売市場の卸売業者が西牟田農園の出荷場まで来て野菜を集荷していたが，富良野市では
自社が直接トラックをチャーターして直売分の野菜も含めて取引先に輸送している。この
ように富良野市において西牟田農園は南九州市での労働力や種苗・野菜の取引先を最大限
に活用しているが，現地では農業委員会，農協，地元農家との関係性を深めて，農地取得，
肥料購入，非常勤職員の雇用を行なっていた。すなわち，西牟田農園は既存のネットワー
クを最大限に活用しながらも新たな生産空間でネットワークを追加することで，労働力や
取引先を確保し，農地や農業資材を取得して野菜生産を維持している。

図９　富良野市における西牟田農園の農地取得過程
（聞き取り調査により作成）
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Ⅳ　おわりに
　本研究では野菜生産を行なっている農業法人を野菜生産法人とし，鹿児島県南九州市の
西牟田農園を事例に，農家が設立した野菜生産法人による生産空間の拡大過程を捉えて，
広域的な主体間のネットワークを明らかにした。2018年 12月末に鹿児島県本土では南九
州市に野菜生産を主体とした農地所有適格法人が 30法人存在しており，これには青果用
のカンショ生産も含まれてはいるものの，鹿児島県内では最多である。2020年に南九州
市では 19法人が認定農業者として野菜の単一経営を行なっているが，このうちの 11法人
が農家出身の農地所有適格法人として農地所有方式で農業経営していると推察でき，西牟
田農園も同様である。
　南九州市は冬季の野菜生産を中心とした輸送園芸地域であるため，2014年に西牟田農
園は富良野市の農地を買取して夏季における野菜生産の拠点とした。西牟田農園は 4月中
旬以降に南九州市から富良野市へ，10月中頃以降に富良野市から南九州市へ移動し，そ
れぞれ現地での非常勤職員を加えて作業を開始することで，労働力の周年的な活用によっ
て効率的な農業経営を実現させている。なお，富良野市の野菜産出額は 113億円で農業産
出額全体の 67.0％を占めており，北海道の市町村で第二位と高い。また，富良野市では農
家や農業法人は農地を買取して経営耕地面積を拡大しており，小規模経営の農家が少な
く，1農業経営体当たりの経営耕地面積も広いことも特徴である。
　西牟田農園は野菜洗浄機の売買行動を介して旭川市の野菜洗浄機メーカーや富良野市の
ニンジン生産農家と結びついており，この結びつきが農地の買取・売却情報の伝達に繋
がったことで農地の売買が成立していた。また，富良野市において西牟田農園は南九州市
での労働力や種苗・野菜の取引先を最大限に活用しているが，現地では農業委員会，農協，
地元農家との関係性を深めて，農地取得，肥料購入，非常勤職員の雇用を行なっていた。
すなわち，西牟田農園は野菜洗浄機の売買行動によって形成されたネットワークを農地の

図 10　西牟田農園による野菜生産空間の拡大と維持
（聞き取り調査により作成）
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売買行動のネットワークへと変容させることで野菜生産空間を拡大しており，既存のネッ
トワークを最大限に活用しながらも新たな生産空間でネットワークを追加することで，労
働力や取引先を確保し，農地や農業資材を取得して野菜生産を維持している。
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